
宮城県放射光関連企業立地促進奨励金

２．交付対象

①投下固定資産等奨励金
新設した研究開発拠点等に係る投下固定資産相当額※が１，０００万円（政令市

及び中核市を除く市町村に新設する場合は１５０万円）を超えること
※開設日の翌年１月１日における投下固定資産額(家屋・償却資産に限る) 
※土地・建物・設備機器賃料の５年分相当額

②雇用奨励金
対象となる事業所の開設日から１年（若しくは2年,3年）経過した日に常時雇用

者３人以上雇用していること

２．交付の要件

宮城県は，放射光施設NanoTerasu（ナノテラス）を核としたリサーチコンプ
レックスの形成に向けて、企業の研究開発拠点等の立地・集積を目指しています。

NanoTerasuを利用するために、新たに県内に事業所を開設する企業に対して
「宮城県放射光関連企業立地促進奨励金」を交付します。

①投下固定資産等奨励金（交付限度額1,000万円）
投下固定資産額と，開設日から１年間の土地，建物，設備機器賃借料の合計額に

下記交付率を乗じた金額の合計額

②雇用奨励金（交付限度額1,000万円）
開設日から１年経過日の新規雇用者数に下記奨励金額を乗じて得た額（２年及び

３年経過日も前年度より増えた人数に応じて交付）

※投下固定資産等奨励金と雇用奨励金について、両方の交付が可能です。
例①：投下固定資産額１億円＋開設日から１年後に県内教育機関新卒者が17人採用されている

→1,000万円＋1,000万円＝2,000万円
例②：投下固定資産額5,000万円＋1年間の機器賃借料1,000万円＋開設日から１年後に常時雇用者が5人採用

されている →500万円＋333万円＋150万円＝983万円

１．交付内容



①製造業又は学術研究、専門・技術サービス業のうち自然科学研究所又は知事が適
当と認めるこれに類する業を行う事業所のうち、放射光施設ナノテラスを利用する
研究開発拠点に該当するもの。
②学術研究、専門・技術サービス業のうち、商品検査業、非破壊検査業、その他の
計量証明又は知事が適当と認めるこれに類する業を行う事業所のうち、放射光施設
ナノテラスの利活用に資する事業を行うオフィスに該当するもの。

３．交付対象

４．手続きの流れ

①投下固定資産等奨励金及び雇用奨励金
事業所開設の３０日前までに以下の書類の提出が必要となります。

・奨励金交付対象事業所指定（変更）申請書（様式第１号）
・事業計画書（様式第２号）
・企業の概要を明らかにする書類、
・事業所の図面
・最近３年分の事業報告書及び決算書
・登記事項証明書及び定款の写し
・その他県が求めるもの

②ー１ 投下固定資産等奨励金
開設の翌年４月１日以降の知事が指定した日までに以下の書類の提出が必要とな

ります。
・投下固定資産等奨励金交付申請書（様式第４号）
・開設日の翌年の１月１日における固定資産評価証明書
・開設日から起算して１年間の土地賃借料，建物賃借料，設備機器賃借料にかかる
賃貸借契約書の写し

②ー２ 雇用奨励金
開設日から１年を経過した日（３年まで）以降の知事が指定した日までに以下の

書類の提出が必要となります。
・「雇用奨励金交付申請書」（様式第５号）
・常時雇用者一覧表（様式第６号）または雇用者一覧表（様式第８号）
・雇用状況を確認することができる書類
・雇用保険への加入状況を証する書類
・その他県が求めるもの

奨励金の交付決定日から５年以内に当該事業所の営業を中止，廃止，縮小などの事実が発
生した場合は，奨励金の返還を求める場合があります

【お問合せ先】 宮城県 経済商工観光部 新産業振興課 産学連携推進班
TEL:022-211-2721 E-mail:shinsanr@pref.miyagi.lg.jp
URL:https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/shinsan/houshakoushourei.html


